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１　問題意識

　マネージャーやリーダー人材 1）の育成につい
ての企業の取組み事例を検討し、そこから得られ
る研究課題を整理すること、これが本論文の基本
的なねらいである。
　佐藤（2013a）では欧米の人材開発研究の動向
を探り、また佐藤（2013b）では、リーダー人材
の役割と育成に関する研究動向についてサーベイ
した 2）。しかしながら、実際に企業は、リーダー
人材の育成についてどのように考えているのか、
リーダーの育成を促すようなプログラムのような
ものがあるのか、もしあるとすればそれはどの
ようなものかについての検討はなされていなかっ
た。そこで、これまでの人材育成の動向やリーダー
研究のサーベイを踏まえながら、リーダー人材の
育成の実際の取組みについて考察し、今後の実務
面、研究面での課題を整理しようとするのが本稿
の目的である。

　佐藤（2013a）では、人材開発（以下、HRD）
の 2つの視点と 3つの領域研究として、つぎのよ
うに述べた。すなわち「HRD とは、訓練によっ
て技能や知識などの職務に固有の能力を開発する
だけでなく、それを組織の成果向上と結び付け
ながら、さらにキャリアという長期的な時間軸
も意識して人材を開発する活動である」。つまり、
HRD は訓練開発、組織開発、キャリア開発、と
いう三つの領域を持つ。また HRD の分析の視点
は、これら三つの領域につき、それを個人の発達
の視点からアプローチする視点と組織ニーズの側
からアプローチするという二つの視点がある。こ
れをクロスすることで 6つのセル＝研究課題が整
理される（表 1）。
　本稿のテーマはリーダー人材の育成であるか
ら、セル 2、4、6などの主として組織の側の視点、
つまり「企業がどのようにリーダーを育成しよう
としているか」という視点から取組み事例を紹介
し、検討を加えることになる。論述の構成は以下
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表 1　HRDの 2つの視点と 3つの領域

個人の発達への関心 組織の側の開発への関心

訓練開発の領域 1「個人が仕事に必要な知識やスキルを
いかに獲得しているか」

2「個人に仕事に必要な知識やスキルを
いかに獲得させるか」

組織開発の領域 3「個人に学習を促す組織の学習環境を
いかに育むか」

4「組織自体の学習力をいかに高める
か」

キャリア開発の領域 5「個人が長期スパンでどのようにキャ
リア発達を遂げているか」

6「個人のキャリアを組織の視点からど
のように開発するか」

出所：佐藤（2013a :31）
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のようである。
　2では、こうした取組み事例を検討する際のフ
レームワークとしてマッコールのリーダーシップ
開発モデルを取り上げる。次いで日本企業におけ
るリーダー育成の取組み事例を紹介しながら、取
組み事例の中にこのモデルの要素がいかなる形で
埋め込まれているかを検討する。
　3では、2での検討を踏まえて、リーダーシッ
プ開発モデルと従来までの人材育成観――代表的
なものが「長期雇用と OJT をベースに関連する
仕事群を経験しながら Off-JT で補完する」とい
う知的熟練理論 3）である――との異同を考察し、
最後に実務、研究両面での課題を整理する。

２	 リーダー育成の取組み事例の紹介
と検討

2-1	 マッコールのリーダーシップ開発モデ
ル――リーダー育成取組み事例検討の
ためのフレームワーク

　図 1は、リーダーシップ開発研究者、マッコー
ルのリーダーシップ開発のメカニズムを示したも
のである（マッコール 1998→訳 2002）4）。
　図 1を簡単に説明すると次のようになる。すな
わち、なんらかの潜在的な才能を有した人材を人

事管理のメカニズム、たとえば配置や異動などで
職場に配属して経験を積ませる（図 1のタレント

（才能）から→異動のメカニズム→業務経験へと
伸びる矢印）。その職場は事業戦略によって必要
とされた重要な部署だ（事業戦略のハコから業務
経験に伸びる矢印）。潜在的才能を持った人はこ
の職場に配属され、仕事を経験するが、それが「何
かいいもの」、つまりリーダーシップの開発に結
びつくには、触媒が必要だ（業務経験から触媒に
媒介されながら「いいもの」に伸びる矢印）。こ
こで触媒とは、様々な成長を促す機会のことで、
例えば、リーダー育成研修のようなものも含ま
れる。研修での先輩リーダーの講話によってリー
ダーになる自覚や構えを持つことなどは、こうし
た触媒の例である。
　さて、この開発モデルの中には、先に示した 6
つのセル課題がどのように埋め込まれているだろ
うか。読み解いてみよう。
　まず組織が個人に働きかける視点であるが、こ
れは、異動のメカニズム、事業戦略と結び付いた
職場、それに研修といった制度的なものが対応す
るだろう。つまり組織的視点からみた、これらの
制度がいかなるものかの解明である。これを 6つ
のセルと関係付けてみると、異動のメカニズムや
事業戦略と結び付いた業務などは、個人の発達を

図 1　リーダーシップ開発のモデル

出典：モーガン・マッコール（2002年 , p.261）を修正の上掲載
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促す組織開発（セル 3や 4）に対応し、研修など
はキャリア開発（セル 6）に対応する。
　一方、潜在的才能が業務経験の中でいかに練磨
されるかはセル 2に、またいかにリーダーシップ
開発へとつながるのかはセル 6に、それぞれ対応
する。このようにみると、マッコールらのリー
ダーシップ開発モデルには、表 1に示した組織的
視点が埋め込まれているといってよい。だがセ
ル 1、個人が業務経験のなかでいかに学習してい
るか、またセル 3、個人に学習を促す職場環境的
要因、さらにセル 5、つまり個人が長期的キャリ
アの志向性をどのように組織とすり合わせてい
るか、といった事柄は明示されてはいない。つま
り、リーダーシップ開発をする側からの視点はあ
るが、才能を持った個人が業務経験を積み、やが
て「いいもの」＝リーダーシップを形成していく
プロセスがどのようなものかという個人の側の視
点は弱い。この点が弱いと、個人と組織との間に
は競合領域の問題 5）をうまくすくい上げられな
いことになる。組織、仕事の側からの視点に加え
て個人の側からみるキャリア形成のプロセスの把
握を併せ持った統合的フレームワークの下でのマ
ネージャーの仕事とキャリアの解明は今後の重要
な研究課題である。なお、この点については 3で
後述する。
　ともあれ、本章では、まずは、セル 2、セル 4、
セル 6の視点が埋め込まれていると思われるマッ
コールの図 1をフレームワーク（以下、マッコー
ルモデルと呼ぶ）としながら、以下で、日本企業
でのリーダー人材育成の事例を検討してみたい。

2-2　企業でのリーダー人材育成の事例

2-2-1　M社のリーダーシップ開発の事例
　M 社のリーダーシップ開発の事例をみてみよ
う。以下、要点を箇条書きにすると次のようにな
る 6）。
① リーダーシップ開発の対象層：キャリア早期の

段階から、リーダー層（経営層）手前の部課長
クラスの管理職層を対象に実施。

② リーダーに求める人材要件：成功要因の行動
（リーダーシップコンピテンシー）として、「人」
「組織」「ビジネス」の視点からリーダーシップ
を設定。「人財」を活かし、効果的に組織を築き、
ビジネス戦略をリードするために求められる行
動を明確に提示。

③ 人に対するリーダーシップ：「経営層としての
成熟」「後継リーダーの育成」「説明責任の定着」

「他者に対する影響」の体現を重視。「まず自己
認識を高めること」という点から経営層として
の成熟の開発を基盤とする。

④ リーダーシップの連鎖：重要なリーダーシップ
ポジションに登用できる人材プールを構築。各
キャリアステージを縦断してリーダー層に至る
パイプラインを通じ、リーダーを含めた上位層
が、自身の後継者となる人材を間断なく発掘・
育成していく（リーダーシップパイプライン）。

⑤ ハイポテンシャル人材（HiPo 人材）の選抜：
人材プールにストックすべき将来のリーダー候
補を「HiPo 人材」と位置づけ、キャリア早期
の段階から管理職に至るまでの層で毎年選出を
行い、リーダーシップ開発を重点的に実施。

⑥ リーダーシップ開発プログラム：リーダー候補
を、① Manager of Manager、② Manager、
③一般社員の 3層に区別し、「仕事 70：他者と
の関係 20：研修 10のラーニングモデル」に沿っ
た 2年間の育成プログラムを展開。

　以上が M 社のリーダーシップ開発の要点であ
る。ここで先の示したマッコールモデルを念頭に
おくと、この 6点のリーダーシップ開発プログラ
ムのエッセンスは、次のように表現できるだろう

（マッコールモデルの用語との対応を括弧に記し
た）。すなわち、a）リーダーのあるべき姿を明示
する（「いいもの」の明示にあたる）。b）その育
成にむけて才能ある人材をプールし、あるプログ
ラムにのせる（「触媒」にあたる）。c）仕事経験
をベースにリーダーシップを開発する（「業務経
験」にあたる）。d）リーダーシップの連鎖をつ
くるために、節目ごとに人材プールを構築し、そ
れをパイプラインでつないでいく（基本は「触媒」
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だが、一部「異動のメカニズム」、場合によって
は「事業戦略」を含む）。以下、a）～ d）につい
てこの開発モデルに絡めて説明しよう。
　a）まず「いいもの」の姿である、それは、リーダー
に求める人材要件として、「人」「組織」「ビジネ
ス」の視点から設定されており、「人財」を活かし、
効果的に組織を築き、ビジネス戦略をリードする
ために求められる行動が明確に提示されている。
　b）次に「才能」ある個人をどのように見出す
のかであるが、次の二つの基準からなる。一つ
は、リーダーシップ開発の対象層の基準である

「リーダー層（経営層）手前の部課長クラスの管
理職層」である。もう一つは、ハイポテンシャル
人材――つまり人材プールにストックすべき将来
のリーダー候補をハイポテンシャル人材と位置づ
け、キャリア早期の段階から管理職に至るまでの
層で毎年選出を行い、リーダーシップ開発を重点
的に実施する――である。
　c）M 社の事例にある学習認識は、「仕事 70：
他者との関係 20：研修 10」となっていることか
ら考えると、リーダーシップ開発に際しては、研
修よりもむしろ「仕事の経験」の比重のほうがは
るかに高い比重を占めると考えられている。この
高い比重を占めている「仕事の経験」とは、マッ
コールモデルでいうところの「業務経験」にあた
ると考えられる。すると、M 社のリーダーシッ
プ開発の要点をマッコールモデルの用語で言い換
えると、「才能」ある個人を見出し、その個人に「業
務経験」させ、なんらかの「触媒」を通じて、経
験から「成長」を促すような働きかけを行いなが
ら、「いいもの」を導く、ということになるだろう。
働きかけには、研修の場などで、仕事経験から学
習することの大切さを個人に気づかせるルート、
管理職を通じて、個人に気づかせるルート、人事
が直接個人に気づかせるルートなど複数のルート
があるだろう。いずれにせよ重要なのは、経験か
ら学習を促す触媒が必要だという点である。
　d）こうして「才能」あるものを見出して「人
材プール」を構築し、業務経験をベースに学習と
成長を促しながら、リーダーシップ開発を行うわ

けだが、この流れを途切れることなく進める必要
がある。それが、リーダーシップの連鎖をつくる
ために、節目ごとに人材プールを構築し、それを
パイプラインでつないでいくしかけである。具
体的には④リーダーシップの連鎖――重要なリー
ダーシップポジションに登用できる人材プールを
構築し、各キャリアステージを縦断してリーダー
層に至るパイプラインを通じて、リーダーを含め
た上位層が、自身の後継者となる人材を間断なく
発掘・育成していくこと――と、⑤ハイポテン
シャル人材を選抜すること――つまり人材プール
にストックすべき将来のリーダー候補をハイポテ
ンシャル人材と位置づけ、キャリア早期の段階か
ら管理職に至るまでの層で毎年選出を行い、リー
ダーシップ開発を重点的に実施する――がそれに
あたる。このしかけを、リーダーシップ開発モデ
ルと対応させてみると、まずは「触媒」に対応す
るが、見落としてはいけないのは、このしかけは、
人事制度に基づく異動のメカニズムや事業戦略と
リンクした意図的な配置を抜きにはうまく機能し
ないという点である。その意味でこれはリーダー
シップ開発モデルのいう「異動のメカニズム」や

「事業戦略」と一部対応しているともいえるであ
ろう。

2-2-2　A社のグローバル人材の育成の事例
　人材プールを構築し、配置し業務経験をベース
にしつつ、育成プログラムに乗せる。そして成長
への気づきを与え、リーダーシップを開発してい
く。こうした考え方が、M 社のリーダーシップ
開発プログラムのなかに埋め込まれていることを
みたが、同様の考え方がグローバル人材の育成事
例にもよみ取れる。それを次にみてみよう。まず
A 社のグローバル人材育成の事例の要点を箇条
書きにまとめると以下のようになる 7）。
① 基本的な考え方：専門スキルを持ち、それをグ

ローバルに展開できる「T 字型人材」の輩出を
目指す。グローバル人材の成長支援体系の一環
として、2010年に「グローバル・チャレンジャー
ズ・プログラム」（GCP）を開始。
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② GCP の対象：全社員を対象に公募し、最大 10
人を選抜する。海外に派遣する人材としては、
階層では管理職クラス以上、職種では財務と経
営企画の人材に対するニーズが強いが、等級、
年齢、職種などの制限は設けていない。

③ GCP の内容：語学力やビジネススキル、事業
運営に必要な経営基礎知識を身につけ、異文化
ネットワークを構築することが目的。テーマを
与えられて全員別々の国・地域に半年間の「海
外武者修行」に出され、派遣先でビジネスチャ
ンスを調査し、事業計画を立てる。研修後は、
海外関連の仕事に就ける。

④ 導入・運営のポイント：意欲のある人にチャン
スを与える。必要な人を育てていくことも大切
だが、初めから必要な人だけを育成しようとす
ると、対象が限られてしまう。また、研修をそ
の後の配置とセットにすることも重要。

　この A 社のグローバル人材育成の事例にも、
マッコールのリーダーシップ開発モデルの基本要
素が埋め込まれていることがわかる。すなわち、a）
グローバル人材を育成するために、b）人材プー
ルを構築し、c）育成プログラムにのせて、成長
への気づきを与えていく。これが開発モデルの基
本要素だが、A 社の場合、a）は T 字型人材の育
成に、b）は GCP の対象者に、c）は研修と海外
武者修行に、それぞれ対応しているとみなせるか
らである。実際A社のGCPの全体像をみると、「社
内公募」→「研修」→「武者修行研修」となり、
プログラム終了後に配置という流れになってい
る。つまり「社内公募」で人材プールを形成し、「研
修・武者修行研修」のプログラムにのせて、その
プログラムとの関連を意識した配置を行う、とい
う流れである。以下、補足しよう。
　a）A 社の考えるグローバル人材の要件とは、

「前向きな姿勢をベースにしつつ、グローバルリー
ダーシップスキルや創造的課題解決力」を保有す
る者であり、こうした人材を育成する上で「特に
重視するのが T 字型人材の輩出」である。T 字
の縦軸は、それぞれの専門分野であり、国内できっ
ちり仕事ができる能力部分を指す。ヨコ軸はそれ

を海外でも展開できる（マネジメントスキルを含
む）能力部分を指す。
　b）そうした要件をみたす人材を育成するため
の人材プールの基準は、管理職以上を対象に海外
展開に、自ら貢献する意欲と気概があるといった
要件をみたす者であり、等級、年齢、職種等の制
限はしないで公募し、選抜を行う。
　c）の研修・海外武者修行プログラムは、「海外
ビジネスプラン立案手法を学び、付随する経営知
識の習得」をゴールに短期で行う研修と、半年間
かけて、海外で業務遂行可能なレベルになること
をゴールとして行う海外武者修行からなる。海外
武者修行では、「語学学校に通うとともに、受入
先（現地法人、提携先企業など）があれば、そこ
で業務の体験も行う。ただし、現地の会社で仕事
をすることがメインではなく、提言をするための
調査や現地での人脈作り」を重視している。
　こうした a）～ c）の後に、現駐在員との交代、
新たな M&A 先、提携先への赴任、国際部、国
内の海外関連部署などに「配置」されることにな
る。「研修後、○か月以内に異動させる」といっ
た決まりはないが、「近い将来に海外関連の業務
に就ける前提で武者修行に行く人を選んでおり、
実際に 1期生全員が、数か月のうちに海外に派遣
されたり、海外関連の部署に異動している」。A
社では、「研修から復帰して、また従来通りの仕
事を続けるというのでは、せっかく学んだことを
忘れてしまう」ことから、研修をその後の配置と
セットにすることが重要と考えている。

2-2-3　C社のグローバル人材の育成の事例
　グローバル人材の育成について、「人材プール
の構築→研修・プログラム→配置」という流れに
そって、A 社の事例をみてきた。そこでは「研修・
プログラム→配置」が重要なポイントであり、課
題とされていた。同様のケースは C 社の事例に
もみられる。そこで、以下では C 社のグローバ
ル人材育成の事例をとりあげてみたい 8）。
　まず人材育成のポイントは次の 4点にまとめら
れる。
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① 人材育成の方向性：創業以来の「進取の気性」
や「三自の精神」を共通理念として、グローバ
ルで（世界に通用する）、イノベーティブな（変
革を成し遂げる）人材育成を強化し、新たな海
外市場、新興市場に投入する。

② 研修体系：階層別研修のほか、経営塾や独自の
経営幹部、リーダー研修のほかにビジネススキ
ル・ヒューマンスキルなどを向上させる研修や、
自己啓発の語学研修・通信教育なども設定して
いる。

③ 人材育成と配置の連動：人材育成と配置を計画
的・戦略的に連動させることで、技術・生産な
どの領域に応じて、職場での経験と、研修によ
る知識・情報、気づきを相互に生かすシステム
を構築している。

④ 国際化と「内なる国際化」を推進：トレーニー
制度・技術留学の拡大など「海外での人材育成」
を推進するとともに、インターンを招くといっ
た方法により「内なる国際化（国内拠点の国際
化）」を推進する。

　以下、補足しよう。2010年時点で海外売上比
率が約 8割（1966年時点では 46％であった）、海
外で働く従業員比率が約 6割弱となっている C
社にとって、グローバルな人材の育成はますます
重要な課題となっている（上記①）。海外でのビ
ジネスの比重が高まるなかで、「人材育成もかつ
てのような現場に投入してあとは成り行きに任
せるようなやり方は通用しなくなっている」。グ
ローバルな人材育成を丁寧に意識的に行う必要が
あり、各種 Off-JT、研修体系を整備している（上
記②）。また Off-JT もさることながら、「人材育
成の根幹は仕事上の経験であり、OJT が大事で
ある」と考えており、その意味で育成と配置の連
動を重要視している（上記③）。さらに海外に出
ていく研修（国際化）と海外から受け入れる研修

（内なる国際化）も重視している（上記④）。
　グローバル人材育成の方向性は上述の通りであ
る。そこでその人材育成にむけたアプローチが問
題となるが、経営人材に求められるものとしては、

「戦略立案・実行力要素」と「人間力的要素」であり、

これらを併せ持つ人材が革新を担うイノベーティ
ブリーダーと定義される。そしてその育成には、
研修などの Off-JT と仕事経験（OJT）とがある。
経営人材育成のための研修としては、C 社研修と
呼ばれるものがある。ここでは、戦略立案・実行
力向上のための経営リテラシー基礎知識や、人間
力向上に資する経営理念やリーダーシップなど
を、外部講師と相互啓発・自己啓発を通じて修得
する。このように C 社では、Off-JT にも力を入
れているが、それだけで人材が育つものではなく、
人材育成の根幹は仕事上の経験であり、「自ら育
つ意欲」と「上司や先輩が育てる環境」の相互作
用である OJT が重要であると考えている。「仕事
の場で人材の 7割は作られ」、「経験を伴う知識が
人を最も向上させる」という。このため、人材育
成は配置との連動が重要となり、OJT をベース
に Off-JT がこれを補完するという関係で両者を
考え、仕事の場での経験を学習の場に、学習の場
で得た知識と情報と「気づき」を仕事の場に、相
互に生かしながら自らの能力を高めていくことが
大切とされている。
　図 2は C 社のグローバル人材育成の概念図を
示したものである。
　図 2には、育成的配置をコアにした人材育成の
しくみやしかけをふくめた方向性が幅広に示され
ている。そこでは、どういう仕事を行う人が、ど
ういうふうに育成されていくべきかを考えていく
こと、また育成と連動した配置とそれが選抜につ
ながるようなしかけをつくること、そしてグロー
バル化を促進する処遇、スキル、マインド、語学
を習得促進させること、さらに裾野拡充としての

「風土の醸成」を整備していくことが重視されて
いる。このうちスキル、マインド、語学の学習得
促進は、訓練生を新興国に派遣しての語学研修と
実務研修を実施するトレーニー制度や、海外でマ
スターやドクターの学位を取得して戻ってくる技
術留学制度を指している。

佐藤_vol12.indd   8 14/03/11   18:51

Hosei University Repository



9

リーダー人材の育成事例と研究課題

３	 リーダー人材の育成についての実
務課題

3-1		従来までの人材育成観とリーダーシッ
プ開発プログラム

　これまでリーダー人材の育成とキャリア形成と
いうテーマについて、①このテーマを考察する際
のフレームワークをマッコールらのリーダーシッ
プ開発のモデルに基づいて構成し、②それにそっ
た形で、3つの企業でのリーダー人材の育成の取
組み事例を検討してきた。
　ところで、マッコールのリーダーシップ開発
モデルや事例にみられたリーダーシップ開発プ
ログラムは、従来までの人材育成についての考
え方――例えば知的熟練論にみられる人材育成
観――とどこが違うのだろうか。
　これまでの取組み事例からも伺われるように、
リーダー育成のプロセスは「プールの形成→研修
→配置」と要約しうる。社員の中で資質のありそ
うな者をマークし、候補者をプールしておく。そ
してその人材プールの中からある者を研修などの
プログラムに乗せてリーダーとしての気づきを与

え、業務経験によって磨きをかけていく。これが
要点だが、このプロセスを遂行するには、実は様々
な困難がつきまとうだろう。だが困難ではあるが
敢行しなければならない事情が企業にはある。で
は、リーダー人材の意義や育成の必要性を改めて
強調する声の背景にはいかなる要因があるのか、
リーダー人材が育つ環境、逆に育成を阻害する環
境とはどのようなものなのか。
　組織の側からみてリーダー人材育成の必要性
を強めている要因には、複数のものが考えられる
が、企業活動のグローバル化や競争の激化を背景
にしたディマンドサイドの側でのリーダーに求
められる役割の高度化があるだろう。これは従来
までのリーダーの役割よりもよりレベルが高く
なり、求められる要件の難易度も高まったことを
意味する。とすれば、これまでのような育成の仕
組み――その一つの考え方が、幅広い仕事経験を
ベースに、早期に差をつけず、遅い時期に管理職
を選抜する――で対応することは難しくなる。こ
こにいま日本企業が意識的にリーダーシップ開
発を行わなくてはいけない理由の一つがある。
　それでは、これまで主流だった人材育成の考え

図 2　C社グローバル人材育成の概念図と取組み

出所：労政時報（2011a）の C 社人材育成体系図をもとに、筆者が簡略化して作成。
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方とはどのようなものだろうか。研究方法が未成
熟な分野での問いかけであるから、まずは蓄積の
ある伝統的方法――そのひとつが知的熟練論であ
る――と対比しながら、リーダーシップ開発のモ
デルの特徴を吟味してみたい。
　ここで知的熟練論とは、OJT をベースに関連
ある仕事群、つまりキャリアを経験し、Off-JT
で補完するような技能形成の理論を指す。すると
知的熟練論は、①訓練方法としての OJT、②関
連ある仕事経験としてのキャリア、③ Off-JT で
それを補完、という要素からなるものとみなせ
る。この要素をリーダーシップ開発モデルと対比
させるならば、① OJT は業務経験に、②関連あ
る仕事経験は配置と異動のメカニズムに、③そし
て Off-JT は触媒に、それぞれ対応しているとみ
なせよう。では両者の違いはどこにあるのか。そ
れは、知的熟練論では必ずしも明示的に示されて
いない以下の 3点にある。つまり、a）リーダーシッ
プ開発モデルが人材プールを形成してプログラム
に乗せる、という意味で選抜教育を念頭に置いて
いる点、また b）リーダーシップ開発のモデルが、
連続的な仕事経験というよりも従来までの仕事と
質的に異なった仕事を経験し、そこからの「学
習」に力点を置いている点、さらに c）経験から
の学習を促進する「触媒」を強調する点、である。
すなわち、リーダー人材には、なにか「いいも
の」つまり、より難易度の高いスキル――人間力

（ヒューマンスキル）や戦略構築力（コンセプチュ
アルスキル）はその例――が要求されるのだか
ら、資質ある人材を予め選抜して候補者群をプー
ルし、彼らに気づきを与える必要があり、業務
経験も易しい仕事から難しい仕事へと連続した
ものではなく、しばしば「修羅場」と言われる
挑戦的な業務を経験させ、学習させる必要があ
る――。リーダーシップ開発プログラムが想定す
る人材像は、こうした一段高い軌道に乗る人（ま
さにハイフライヤー）とのイメージと符合する。
そして育成されるべきこのリーダー人材のイメー
ジは、リーダー人材に求められる役割の高度化と
も整合的であるように思われる。

3-2	 リーダー育成プログラムとそれを補完
する人事管理のしくみとの関係

　リーダーシップ開発モデルが従来までの人材育
成のやり方と異なっている点について考察した。
次に検討すべきなのは、従来までの人材育成のや
り方は日本の人的資源管理のしくみと密接に結び
ついてきたという点である。新卒採用を中心に、
入社後の OJT プラス幅広い異動そして遅い昇進
選抜のしくみというキャリア形成の慣行下で管理
職を育成する。端的にいえば、これが従来までの
人材育成のやり方であった。だが、このやり方は、
職務遂行能力の伸長をベースに社員格付けを行う
職能資格制度と補完的であったがゆえにうまく機
能してきたという側面がある。能力を評価しそれ
を処遇に反映する人事制度のしくみと、そのメッ
セージを社員に与えることが、社員にとっての能
力向上のインセティブとなったからである。
　ここで検討すべきことは、リーダーシップ開発
プログラムとそれを補完する人事システムとの連
携の重要さである。リーダー人材の育成のために、
リーダーシップ開発プログラムを導入しても、そ
れを補完する人事管理のしくみと連携しないとう
まく機能しない。図 1にあるように、この開発プ
ログラムは、タレントある人材を見出し、適切な
職場に配置して業務経験をさせ、研修等の機会を
付与して気づきを促す、といった流れを想定して
いる。この流れが想定通りに進むには、研修等の
プログラムだけでなく、職場への配置や職場での
業務経験といった事柄との連携が極めて重要とな
る。これを研究課題として捉えるならば、リーダー
人材育成に関わる主体間での、リーダー人材育成
への関心のベクトルの整列配置をするしかけの検
討といえる。換言すれば、リーダーシップ開発モ
デルそれ自体を基礎づけるための戦略的な人的資
源管理モデルの検討といってもよい 9）。それは端
的にいって、人材プール→研修→配置のプロセス
を円滑にする上で欠かせない、組織全体での適材
適所を下支えするものだ。リーダー人材の開発に
関与する主体としては、開発主体である a）人事
部研修担当者と b）開発対象である個人のほかに、
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リーダー人材の育成事例と研究課題

c）個人の上司であるライン管理者、さらには「業
務経験」を「いいもの」へとつなぐ d）「事業戦略」
を担う経営者（あるいは事業戦略担当経営層）と
いった 4つの主体が関与している。リーダーシッ
プ開発モデルがうまく機能するには、これらの 4
主体間でリーダー育成にむけた関心が一致してい
る必要があるが、しかし実際には主体間に齟齬や
ズレがある場合が少なくない。研修担当者が全社
的観点から異動と配置を考えて実行しようとして
も、部門利益の最大化をはかろうとするライン管
理者はそれに反発するかもしれない。ライン管理
者は優秀な部下を囲い込み、研修参加に積極的に
ならないかもしれない。研修担当者がリーダー候
補人材にある業務を経験させようとしても、経営
戦略と連動しておらずリーダー育成に相応しい業
務が割り当てられないかもしれない。あるいはそ
もそも研修主体の側が業務経験、つまり OJT が
うまく機能していると思っていても、個人はその
ように認識していないかもしれない。これらは育
成に関与する主体間での意思の齟齬を示す例であ
る。リーダーの人材育成に関わる主体間で関心の
ベクトルの整列配置をするしかけが必要な理由は
ここにある。
　実際、C 社の取組事例では、「育成と連動した
配置」から選抜・配置につながるようなしかけ、
グローバル化を促進する処遇、スキル・・そして
裾野拡充としての「風土の醸成」を整備していく
ことが重視されていたが、このような方向性は、
育成に関与する主体間での関心の一致なくしては
実現しないだろう。このような取り組みは、本人
―ライン管理職―人事研修担当―経営層という主
体間をつなぎ、主体間で継続的に、対話しながら
学習するしくみをつくりあげることと機能的に等
価であり、その意味では、「システム、学習、戦
略、統合的視点」といったキーワードからなる学
習組織の構築の発想と事実上重なるものといって
よい。

４	 研究面での課題――リーダーの仕事
管理、仕事経験及びキャリアの解明

　2-1で指摘したように、リーダー人材の育成の
プロセスを、組織の側からの視点に加えて個人の
側からの視点を有したフレームワークの下で解明
することは、重要な研究課題である。また「仕事
70：他者との関係 20：研修 10のラーニングモデ
ル」（M 社）とか「研修と研修後の配置の連動が
重要」（A 社）、あるいは「人材育成の根幹は仕事
上の経験であり、OJT が重要である」（C 社）と
いった 3での事例にもみられたように、リーダー
育成に際して仕事経験や OJT が極めて重要な位
置を占めている。したがって研究課題としては、
仕事、仕事経験、OJT といったコンセプトをキー
ワードとしつつ、組織の要求するどんな仕事につ
いて、どのような能力が求められており、それを
こなすにはどのような経験が役に立ったのかを明
らかにすることが重要である。そしてそのために
は、以下に示す組織の視点を示す①と個人の視点
を示す②への関心が欠かせない。
　①組織の要求する仕事の解明には、マネー
ジャーやリーダーとしての仕事や役割を仕事管理
の PDCA サイクルを描くことを通じて明らかに
し、そのサイクルを回す際にはどのような知識、
技能が求められ、それをどのように身につけたの
かを明らかにする必要がある。
　②一方、そうした仕事をこなす際に求められる
知識や技能が、これまでのどのようなキャリアや
経験の中で形成されたのかを明らかにする必要が
ある。
　以下、①と②の視点が必要になる理由をこれま
でのマネージャーやリーダー研究を簡単に振り返
りながら、説明しよう。
　これまでのキャリアや仕事経験に関する研究の
流れは、キャリアの組み方への関心を有していた。
具体的には、キャリアのタテ、つまり昇進選抜の
時期とヨコ、つまり仕事経験や異動の幅はどの程
度がよいのか、が関心事となる。このうちキャリ
アのヨコについては、日本の大企業ホワイトカ
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ラーの場合、主職能＋副職能、つまり一定のキャ
リアフィールドを持ちながら関連ある職能間を経
験するようなキャリアが多いとされる（小池・猪
木 2002）。またこのようなキャリア形成によって
変化や問題処理、つまり不確実性に対処する知的
熟練が促されることから、知的熟練論は「幅広い
キャリア形成→知的熟練→効率性向上」、あるい
は「異動→学習（原因推察力にかかわる不足スキ
ルの習得）→パフォーマンス（問題解決力の向上）」
仮説と要約される。
　このキャリアのヨコについてこれとは異なった
見解もある。例えば平野ら（2008）は、シニアマ
ネージャーのキャリアは、必ずしも関連（補完性）
のある仕事経験だけでなく、補完性の低い（関連
性の弱い）仕事経験をしているケースも少なくな
いことを見出し、この補完性の低さが価値結合や
価値創造を導くとの含意を提起している。これを
彼らは、「幅広いキャリア形成→価値結合→価値創
造」あるいは「異動→余剰知識の活用（追加学習
コスト低下）→パフォーマンス（多様なメンタル
モデルでの役割の見直しと変革）」と要約している。
　一方、マネージャーのキャリアを個人の視点か
ら研究する流れがある（金井 2002ほか）。そこで
は、マネージャーになった人がどんな仕事を経験
し、そこからどんなことを学習したかに関心が注
がれ、修羅場経験や「一皮むけた経験」などの人
材育成的意味合いを強調してきた。
　だが、いずれの視点の研究にも課題がある。キャ
リアの組み方に関心を寄せる研究では、個々人が
いかなる仕事を経験しそこから何を学習したの
か、その内的な学習プロセスが必ずしも明らかで
ない。一方、個人の視点からする研究では、その
学習過程に焦点を当てているが、組織の要求する
どんな仕事や役割を習得したのかが明らかにされ
ていない。
　このような組織の側からのキャリアに注目する
研究、個人の側からの仕事経験の学習過程の研究、
それぞれの得失を補おうとするとき、先に示した
①と②の視点をあわせもつフレームワークによる
仕事とキャリアの解明が必要となると考えるもの

である。
　マネージャーやリーダーになるには、おそらく
仕事の実績が問われているはずで、その実績とは、
つまるところ組織によって与えられた役割や仕事
を成し遂げたということである。とすると、マネー
ジャーやリーダーになる者は、組織によって与え
られた仕事の管理 PDCA サイクルをしっかり回
しながら、（そのことを通じて）知識や技能を獲
得しているのではないか。換言すれば、仕事管理
の PDCA サイクルを回すことは、OJT の PDCA
を回すこととほぼ重なるのであって、OJT の
PDCA サイクルは、仕事管理の PDCA サイクル
の訓練による技能のレベルアップ的側面、もしく
は人材育成的側面を強調する概念であると考える
ことができるのではないか。すなわち仕事管理の
PDCA サイクルを回すことを通じて、これまで
こなせなかったことがこなせるようになっていく
とすれば、それは OJT（という呼称が妥当かど
うかは表現上の問題はあるが）のサイクルをしっ
かり回していることでもあるのではないか――。
我々が仕事管理及び OJT の PDCA サイクルに注
目する理由はここにある。これは先に示した①組
織の視点からの観察に対応する。
　一方、こうした仕事管理の PDCA サイクルを
回す中で要求される知識や技能の獲得は、OJT
の PDCA サイクルを短期で回すだけでは限界が
あり、長期の時間軸の中でなされるであろう。つ
まり仕事管理及び OJT の PDCA サイクルを回
す連鎖や集積としてのキャリアや仕事経験が重
要となる。そこで重要なのは、仕事を単に経験す
る（した）ということよりも、経験を振り返る契
機、つまり経験を反省的に捉え返し、経験から何
かを得たことや、学習をしたという側面であるか
ら、これは先に示した②個人の視点からの観察を
必要とする。なお、この経験から何かを得る、学
習をするという側面を明らかにする際にも、OJT
の PDCA サイクルの C（チェック）という契機
がとりわけ重要になると考えられる。
　以上が先に示した①と②の視点を併せ持つフ
レームワークの概要である。リーダー人材の育成
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というテーマを深めようとするとき、組織の側の
視点と個人の側の視点を統合したフレームワーク
による仕事とキャリアの解明が、今後の重要な研
究課題である 10）。

	 	 注
1） マネージャーとリーダーはともに多義的な概念で

あり、両者を区別する論者もいるが、本稿では互
換的に用い、簡略化してリーダーもしくはリーダー
人材と呼ぶこととする。なおリーダーの組織内で
の職位レベルには（課長手前の）グループリーダー
レベルから部課長レベル、さらに経営トップまで
ありうるが、本稿で念頭においているのは、主に
課長・部長レベルである。また事例にはグローバ
ル人材の育成プログラムも取り上げているが、育
成すべき人材像の内容からみてグローバル人材と
リーダー人材とは重なる部分が大きいことによる。

2） 詳細は、佐藤（2013a）及び佐藤（2013b）を
参照して欲しい。

3） 詳しくは小池（2005）を参照して欲しい。
4） 詳しくはモーガン・マッコール（1998 →金井

壽宏監訳）を参照して欲しい。
5） 具体的な競合領域には、以下が考えられる。「才能」

をみつけ、「異動のメカニズム」に載せて配置し、
「業務経験」をさせる過程のなかで、個人のニー
ズと組織のニーズが必ずしも一致するとは限ら
ない。かりに一致していたとしても、個人が業務
経験から学習するかどうかは必ずしも自明でな
い。さらに成長を促す様々な「触媒」には、本人、
ラインの管理者、そして研修などを担当する人事
スタッフという三つの主体があるが、それらの間
での意思が一致するとは限らない。

6） 詳しくは、労務行政研究所（2013）を参照。
7） 労務行政研究所（2011b）を参照。
8） 労務行政研究所（2011a）を参照。
9） 戦略的人的資源管理論（SHRM 論）とキャリ

ア論のサーベイと今後の研究課題の詳細は佐藤
厚（2009）を参照されたい。

10） 筆者は、ある企業を事例にした部長の仕事と

キャリア形成について調査研究を実施してい
る。それは、①今のポストに要求される主な役
割と仕事、それをこなすのに必要な知識やスキ
ル、②そうした知識やスキルを習得する際に最
も役に立った仕事経験及びその連鎖としての
キャリア形成の姿、などの調査項目からなる。
調査結果のとりまとめについては紙幅の都合
上、他日を期したい。
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SATO Atsushi

The Case Studies of Leadership Development 
Program and Some Research Questions

　The purpose of this paper is to clarify 
characteristic of in-house leadership 
development program among three Japanese 
companies according to M.W McCall(1998)ʼs 
leadership development model and to examine 
some research questions.
　Based on our analysis of three companies 
leadership development programs, they share 
certain similarities in that they have (a)pooling 
of talented persons, (b)provide a training 
program for talented persons, (c)assignment a 
suitable job or work place for talented persons. 

The following should be noted in order to 
function a leadership development program 
well. 
　1 What needs to be emphasized at this that 
companies need to incorporate leadership 
development program into a whole HRM 
system.
　2 We would like to emphasize that talented 
persons have OJT (on the job training) 
opportunities and job experiences in terms of 
human resource development.
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